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テーマ５ 知的財産

第1回委員会で受けた御意見とその対応方針

項目 御意見概要 対応方針 第2回資料
対応箇所

実施権

 日本と海外では共同出願における、所有権やライ
センスについて異なる点があるため、各国の特許法
も調査が必要となる。

 日本、米国、ドイツ、イギリスといった主要国を対象として
第３回委員会を目途に調査 ー

 特許については、1社が管理することが必要と認識
している。

 同上。併せて一般社団法人 GaNコンソーシアムの知財取
扱方針について調査（第３回委員会を目途に対応） ー

特許調査

 海外には人工林経営、天然林を主とする経営が行
われている国があるため、国ごとに制度的な特徴が
あると考えられる。その観点で特許について調査する
ことが必要である。

 米国、欧州における林業バリューチェーンの特許出願傾向
を調査（第２回委員会時に一部、残りを３回委員会に
おいて提示）

 「日本」「日本と異なる国」「日本と同様の国」の3つのカテ
ゴリーで特許をクラスタリングした結果を提示（第３回委
員会を目途に対応）

P.8

知財戦略  20年という特許の存続期間のなかで、特許の戦略、
ブランディングが重要となる。

 「異分野の先進的な知財戦略調査案」に提示した各事
例について、第３回委員会または第４回委員会において
説明

ー
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テーマ5「知的財産」 実施概要

テーマ5「知的財産」では持続可能な林業の実現に向け、本年度は特許マップ作成と重点
領域における知財戦略検討を行います

 林業を持続可能なものにするために、オープン＆クローズ戦略または技術ブランディングを通じた「木材需要の喚起」と
「高付加価値製品における競争優位性の確保・維持」を図る

テーマのビジョン
（森ハブにおける将来像）

本年度の実施事項・成果物 専門委員会での協議事項（案）

 特許マップを作成し、林業分野における我が国の強み、弱み技術を把握して林業分野全体における知財戦略を検討
するとともに、異分野の知財戦略を踏まえて、重点領域を対象に個別の知財戦略を併せて検討する本年度のゴール

第2回  特許マップ作成進捗を踏まえた方向性の確認

第3回
林業イノベーション推進方策案に繋がる様に、以下を確認
 特許マップ作成結果を踏まえた林業分野における我が
国の強み・弱みと強み・弱みの各領域の主なプレーヤ

第4回  重点領域における知財戦略案

 特許マップ作成方法、取り纏め方法
 知財戦略策定の対象
 異分野知財戦略の調査事例

第1回計画 育成 伐採・集材・運材 素材開発

境界管理 資源管理 施業提案 伐採 造材 集材育苗 地拵え 下刈り 製造方法 材料 成形品・・ ・・ ・・ ・・

日本

米国

欧州

XX XX XX xx

出
願
国

xx xx xx xx xx xxxx xx

XX XX XX xx xx xx xx xx xx xxxx xx

XX XX XX xx xx xx xxxx xx xxxx xx

出
願
人
上
位

 各領域におけるパテントランキング上位数社を記載
⇒強み技術の場合、強み領域を活かした戦略策定に利用。弱み技術の場合、技術調達先・アライアンス先の候補特定に利用

 「計画」、「育成」、「伐採・集材・運材」、「素材開発」の段階別に出願技術例を紹介
⇒各段階の開発技術を抽出

• 件数比較により、強み／弱みを特定
• 特に強い領域は具体的な技術内容も特定⇒コア領域

＜特許マップ作成～分析＞

＜知財戦略（案）策定＞

日、米、欧の件数及び比
⇒強み・弱み領域の把握

プレーヤーマップ（上位出
願人）及び各プレーヤーの
出願技術
アカデミア／事業会社比
率

：

異分野で先行する知財戦略を調査し、
重点領域を対象に林業に適した知財
戦略を検討する（例：技術ブランディ
ングによる「技術の見える化」を通じた需
要喚起）

製品ブランド 技術ブランド≠
技術の内容や利点を説明しているが、
記述的な内容が中心であり、技術
自体をクローズアップするものでない

技術が名前を付与され、特別なものとしてク
ローズアップされている状態（製品／サービスは、

その技術を購入するためのツール）

製品／
サービス

訴求したい対象

技術 技術
技術

補足説明用ツール

技術

訴求したい対象

製品 サービス
製品

技術を買うツール
[主] [従] [主] [従]

特定の製品／サービスのPRには適しているが、ブラ
ンド拡張（＝他用途展開）には適さない

例：GORE TEX 他
用
途
展
開
を
容
易
化

出所：GORE TEX ホームページ

GORE TEX

ジャケット
登山靴
手袋

素材 製品
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知的財産の作業アプローチ

【調査方法】知的財産に関する調査は、特許調査を起点とするファクトベースでの強み・弱
みの特定や戦略立案の分析を実施します

林業分野での
特許の抽出 分類 特許マップ作成 強み・弱みの特定 戦略立案

（林業全体、個別）
 調査ソース

Derwent Innovation
（特許庁の技術動向調
査でも利用される検索
ツール。国内外を英語で
検索可）

 調査期間
直近5年に公開されたも
の(公報発行年：
2016/1/1～2021/4/30)

 対象出願国
日本、米国、欧州

母集団に対し、及び特許マッ
プ化に必要な分類情報を
付与
 分類情報
例：
• 出願人属性（事業会社／
アカデミア）

• 他分野用途の記載

J-PlatPatからCSV DL
したファイルイメージ

分類情報の列を追加

データベース化

分類したデータベースを集計
して特許マップの作成

＋
バリューチェーンの各段階で
特許出願されている技術
事例の紹介

特許マップにおいて、以下等に
着目して、強み・弱みの特定
 海外と比較して過去20年
間における合計件数が多
い領域と少ない領域

 直近３～５年間の出願
件数の推移

特許マップ作成

強み領域と弱み領域毎に
対応方針を立案
[強み領域]⇒差別化技術と
して、海外展開

イノベーション
エコシステムの整備

戦略立案に当たり、技術事
例や上位の出願人、共同
出願状況等を参照

他分野へ進出可能な技術
候補として抽出

他分野へ進出可能な技術
候補として抽出

特に、海外から異議申立て、
無効審判を提起されている
特許があれば抽出

[弱み領域]⇒技術調達、
オープンイノベーションの積極
推進

強み・弱み分析 今後の知財戦略案

計画 育成 伐採・集材・運材 素材開発

境界管理 資源管理 施業提案 伐採 造材 集材育苗 地拵え 下刈り 製造方法 材料 成形品・・ ・・ ・・ ・・

日本

米国

欧州

XX XX XX xx

出
願
人
所
在
地

xx xx xx xx xx xxxx xx

XX XX XX xx xx xx xx xx xx xxxx xx

XX XX XX xx xx xx xxxx xx xxxx xx

出
願
人
上
位
５
社

各領域におけるパテントランキング上位数社を記載
⇒強み技術の場合、強み領域を活かした戦略策定に利用。弱み技術の場合、技術調達先・アライアンス先の候補特定に利用

自推 他推

本日、進捗報告
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特許の明細書と検索のイメージ

特許の出願書類は、明細書、特許請求の範囲、要約書等を含んでおり、これらを対象に
特許分類やキーワード検索を実施し、特許を抽出します

特許請求の
範囲

明細書

特許分類

要約書

例：林業に関す
る特許分類
A01G  23/00

例：明細書に
「林業(forestry)」
等の単語を含ん

でいる

例：特許請求の範囲に
「境界 (boundary)」、
「管理(manage)」等の
単語を含んでいる

例：要約に
「境界 (boundary)」、
「管理(manage)」等の
単語を含んでいる

特許分類やキーワードの検索を通じて、特許を抽出
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参考：検索の考え方と該当技術例(1/2)

特許検索においては、林業に関する特許分類を有しているか、または林業等の用語を含む
ものを対象に抽出しています

大分類 小分類 主な抽出の考え方 抽出した技術（例）

計画

境界確定  林業に関する特許分類を有しているか、明細書に林業や木材産業を含んでいるもの
 境界と管理、修正または調査等を含んでいるもの

-境界（または付近）に設置される境界杭や
基準点位置を衛星や無人航空機で取得する

資源管理

 林業に関する特許分類を有しているか、明細書に林業や木材産業を含んでいるもの
 木や森林と、資源、状態、情報等を含み、かつ、検出、計算、評価等を要約や請求
項等に含んでいるもの、または検出、計算、評価等を要約や請求項等に含むと共に、
長さや角度等を測定する特許分類を含んでいるもの

-LiDARデータポイントの高さの空間的均一性を
分析することで森林の林冠を分析
-土壌センサーユニットを使用して、森林内の複
数個所の土壌状態を把握

施業提案

 林業に関する特許分類を有しているか、明細書に林業や木材産業を含んでいるもの
 木や森林と、計画、見積り、予測、管理等を要約や請求項等に含んでいるもの、また
は木や森林の用語を含み、かつ計画やスケジューリングに関する特許分類を有している
もの

-サイト固有の条件（気候変数と土壌特性の
組み合わせ）を考慮し、カスタマイズされた林業
施業を提示
-立木の形状を示す座標情報を取得し、丸太
の価値が最も高くなる採材位置を決定

育成

育種、
苗木生産

 林業に関する特許分類を有しているか、明細書に林業や木材産業を含んでいるもの
 種子、胚、ゲノム、発芽、繁殖等を要約や請求項等に含んでいるもの、または植付け
や施肥、組織培養技術による植物の増殖等に関する特許分類を有しているもの（稲
など農作物を主な対象にしているものを除く）

-遺伝子組み換え、トランスジェニック樹木
-特定のポリペプチドの量や活性を変化させる
-コンテナやトレイを用いた育苗装置

造林作業
 林業に関する特許分類を有しているか、明細書に林業や木材産業を含んでいるもの
 雑草、除草剤、剪定、間伐、農薬、殺虫剤等を要約や請求項等に含んでいるもの
（稲など農作物を主な対象にしているものを除く）

-殺虫剤、殺菌剤、除草剤

路網設計・
整備

 林業に関する特許分類を有しているか、明細書に林業や木材産業を含んでいるもの
 明細書に、路（網）と、設計、計算、決定等を含んでいるもの、または設計、計算、
決定等を要約や請求項等に含んでおり、かつ、地図や地理情報データベース等に関す
る特許分類を有しているもの

-カメラを使用して森林内の樹木の樹状図や地
図を作成
-山林内の地図情報、車両の情報、土場候補
地位置情報等を路網設計に利用

※１キーワード検索においては適宜、近傍検索等を組み合わせている、 ※２公報発行日は2016年1月1日～2021年5月31日を対象としている
※発明数に着目するため、DWPIファミリーメンバーにUS, EP, JPの各々が複数登場する場合でもUS, EP, JPでは各1件として集計しており、純粋な出願件数とは相違する
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参考：検索の考え方と該当技術例(2/2)

特許検索においては、林業に関する特許分類を有しているか、または林業等の用語を含む
ものを対象に抽出しています

大分類 小分類 主な抽出の考え方 抽出した技術（例）

伐採・集
材・造材

伐採・造材

 林業に関する特許分類を有しているか、明細書に林業や木材産業を含んでいるもの
 木や丸太等と、切断、伐倒、（鋸で）切断等を要約や請求項等に含んでいるか、若
しくは林業機械（ハーベスタ、フェラーバンチャー、プロセッサ等）を要約や請求項等に
含んでいるもの、または樹木の伐採等の特許分類を有しており、かつ木や丸太等を要
約や請求項等に含んでいるもの

ハーベスタ等の林業機械や伐採・造材作業時
における制御等（制御の例は以下）
-木材作業ヘッド（例：フェラーヘッド）の水平
方向に対する角度制御
-カムの位置に応じてチェーンに張力を付加する
／しないことを変更する制御

集材・運材

 林業に関する特許分類を有しているか、明細書に林業や木材産業を含んでいるもの
 フォワーダ、スキッダー、グラップル、タワーヤーダ、スイングヤーダ等の各種林業機械または
木や木材等と収集、運搬等を要約や請求項等に含んでいるもの、または丸太移送用
等の特許分類を有するもの

ブレーキに関する技術（例：牽引車用トレー
ラーのブレーキシステム）やトラクターに関する技
術（例：ベアリングや油圧など駆動部を対象
とするもの）

CNF 成形品
 明細書中にセルロースナノファイバー、セルロースナノクリスタル、ナノセルロースファイバー、
ナノセルロースクリスタル、セルロースマイクロファイバー、セルロースミクロフィブリル等を含む
もの（バクテリアは除く）

 DWPI用途に具体的成形品名称が示されているもの

セルロースナノファイバーを各種用途に用いたもの
（具体的用途については、後述）

改質
リグニン

製造方法

材料

成形品

※１キーワード検索においては適宜、近傍検索等を組み合わせている、 ※２公報発行日は2016年1月1日～2021年5月31日を対象としている
※発明数に着目するため、DWPIファミリーメンバーにUS, EP, JPの各々が複数登場する場合でもUS, EP, JPでは各1件として集計しており、純粋な出願件数とは相違する

第3回委員会にて報告予定
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日、米、欧の発明数比較

計画、育成の段階では育種、苗木や造林作業に関する発明が多くなされています

6 31 15 458

250

15 59 52 2,887

1 31 27 763 397 43 321 431 1,980

18 14 523 370 25

212

282 1,449

X 軸

<空白>

<空白>

<空白>

<空白>

0

<空白>

<空白>

<空白>

<空白>

<空白>

境界
確定

資源
管理

施業
提案 伐採 集材・

運材
育種、苗
木生産

造林
作業

路網設
計・整備 成形品 製造

方法 材料 成形品

日本

米国

欧州

計画 育成 伐採・造材、
集材・運材 CNF 改質リグニン

次回詳述

日本出願のみの分析では、日本在住者
以外も含まれているため、次頁で

内訳を説明

件数差が大きい理由（仮説）
 育種や造林作業はグローバル企業が多く出願しており、競争が激化しているためではないか。
 （例えば、スギ、ヒノキの見極めや本数の数え方等）ソフトウェア発明について特許出願せず、ノウハウ秘匿を行っているのではないか。

発明数が最も多いDeere & Co.を含め
て、欧米にのみ出願され、日本にほぼ
出願していないものが多く存在する
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日本在住譲受人／海外在住譲受人＊1比率＊2

育種、苗木生産に関しては日本在住出願人の発明数が、海外在住出願人の発明数より
も多くなっています

境界
確定

資源
管理

施業
提案

計画

育種、苗
木生産 造林作業 路網設計・

整備

育成

伐採・造材 集材・運材

伐採・造材、
集材・運材

成形品

CNF

製造
方法 材料 成形品

改質リグニン

6

0

6

4

27

31

3

12

15

202

249

451

161

80

241

10

5

15

20

39

59

19

32

51

509

2,372

2,881

2

1

3

2

1

3

2

1

3

日本在住譲受人
海外在住譲受人

日本への出願の内訳（住所別）
相対的に件数が多い段階

次回詳述

追加分析

50%

*1譲受人：特許（出願）の所有者、*2住所が空欄の出願データ等、集計困難な特許は含めていない

分析指標 狙い
 アカデミア比率 基礎～応用研究の割合を推察するため
 発明数の伸び率 近年の研究開発動向の把握するため

次頁で説明

次々頁で説明

路網設計自体というよ
り、地形把握といった
周辺技術が多い

・除草剤、殺虫剤等が
多いが、国内外の施業
方式の相違を反映して
いると考えられる。
・農薬と重複するものが
多い

海外で多い品種改良系技
術が日本では少ない。代わ
りに、栽培系技術が多い

海外は境界確定
の課題がないと考
えられる

件数は少ないものの
日本在住出願人の割合が多い

施業提案自体というよ
り、森林資源把握と
いった周辺技術が多い

海外は実作業を想定
した制御技術が一定
数見られるのに対し、
国内は少ない

国内は車両全体でなく
部品に関する内容が多い。
海外はトラクターの改良に
関する内容が多い。

化粧品、自動車、電子
機器など林業では従来
接点を有さなかった業界
に関する出願も多い
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アカデミア比率（日本在住譲受人）＊1

育種、苗木生産に関しては、造林作業と比較して造林作業と比較してアカデミアが占める
割合が高く、基礎研究が活発な可能性があります

計画 育成 伐採・造材、
集材・運材 CNF 改質リグニン

100%

0%
0% 0%

37%
63% 50%50%

0%

69%

13%
18%

79%

9%
13%

60%

20%
20%

74%

13%
13%

88%

3%
9%

94%

5%
1%

57%
24%

57%
24%

57%
24%

事業会社
アカデミア※公共団体含む

その他（大半は個人名義）

6 27 12 240 80 5 38 31 2,325 0 0 0

次回詳述

[N数]

相対的に件数が多い段階

アカデミア比率が約1.5倍であり、
「育種、苗木生産」において
アカデミアによる発明割合が多い

日本在住譲受人の出願の内訳

参考
∵件数少

参考
∵件数少

境界
確定

資源
管理

施業
提案

育種、苗
木生産 造林作業 路網設計・

整備 伐採・造材 集材・運材 成形品 製造
方法 材料 成形品

アカデミア比率は高いが、
伐採装置等、大学による
実用的な研究が複数存在する

いずれもアカデミア比率が低く、
実用的な開発段階にあると考えられる

育種、苗木生産でアカデミア比率が高い理由（仮説）
 品種改良技術等、育種技術において基礎研究の割合高いのではないか。
 育種関連は県林業試験場等、官の領域になっており、民間企業の割合が少ないため相対的にアカデミア比率が高いのではないか。

*1住所が空欄の出願データ等、集計困難な特許は含めていない
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発明数伸び率（日本在住譲受人）＊1

日本在住出願人の発明数は増加傾向にあり、造林作業では大学発明も増加しています

1

’20’16

0

1

5

’16 ’20

3

0

’20’16

38

55

’16 ’20

+45%

10

14

’16 ’20

+40%

1

’16 ’20

0

4

9

’20’16

5

9

’16 ’20

131

766

’16 ’20

+485%

4

5

’16 ’20

4

5

’16 ’20

4

5

’16 ’20

次回詳述

相対的に件数が多い段階

日本在住譲受人の出願の内訳

参考
∵件数少

「育種、苗木生産」や「造林作業」における発明数が増加している理由（仮説含む）
 苗木生産に関して、特定の個人出願人が件数を増加させており、必ずしも我が国全体の発明が活発化しているとは言えないのではないか。
 造林作業については、大学発明等出願人の数が増加しており、間伐期の選定に関する自動化技術などICT技術も含まれている。

・個別の出願人の件数
は増えていないが、出
願人数が増加
・大学発明が増加

特定の個人出願人が
出願を増加

計画 育成 伐採・造材、
集材・運材 CNF 改質リグニン

境界
確定

資源
管理

施業
提案

育種、苗
木生産 造林作業 路網設計・

整備 伐採・造材 集材・運材 成形品 製造
方法 材料 成形品

参考
∵件数少

件数が急増

*1住所が空欄の出願データ等、集計困難な特許は含めていない
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日本における上位譲受人 (1/2)

「育種、苗木生産」や「造林作業」では海外の大手メーカーが日本にも多数出願を行ってい
ます

計画 育成

境界確定 資源管理 施業提案 育種、苗木生産 造林作業 路網設計・整備

NISHIMURA KK SECOM CO LTD BOEING CO. (THE) BASF SE BAYER CROP SCIENCE GOOGLE INC.

SECOM CO LTD BOEING CO. (THE) SHINSHU UNIVERSITY NIPPON PAPER 
INDUSTRIES CO. LTD. BASF SE SEIKO EPSON 

CORPORATION
JITSUTA KK | B SYSTEM 
CO LTD FUJITSU LIMITED HIROSHIMA KEN NASU MASAKAZU SYNGENTA AG KYOCERA SLD LASER INC

JITSUTA KK
SHINSHU UNIVERSITY

KYUDEN BUSINESS 
SOLUTIONS KK BAYER CROP SCIENCE

CORTEVA 
AGRISCIENCE(FORMER 
DOW AGROSCIENCES LLC)

KEIO 
UNIVERSITY

HIROSHIMA KEN ADD IN KENKYUSHO KK | 
ADACHI T | NAKAJIMA D

SUMITOMO FORESTRY CO 
LTD NIHON NOHYAKU CO. LTD. SORAA INC

TOYOTA MOTOR CORP SUMITOMO FORESTRY CO 
LTD

NATIONAL INSTITUTE FOR 
INDUSTRIAL SCIENCE AND 
TECHNOLOGY

NISSAN CHEMICAL CORP 
(FORMERLY NISSAN 
CHEMICAL INDUSTRIES 
LTD.

TAKAHASHI MASATO

NIHON SHINRIN SOKEN 
KK KODAIRA ASSOC INC

CORTEVA 
AGRISCIENCE(FORMER 
DOW AGROSCIENCES LLC)

SUMITOMO CHEMICAL CO. 
LTD.

ADD IN KENKYUSHO KK 
| ADACHI T | NAKAJIMA 
D

AKUTIO KK MONSANTO CO. DUPONT DE NEMOURS 
INC.

TOKYO MEDICAL AND 
DENTAL UNIVERSITY | 
NIPPON PAPER 
INDUSTRIES CO. LTD.

TOYOTA MOTOR CORP SYNGENTA AG CRODA INTERNATIONAL 
PLC

NIPPON SOGO 
KENKYUSHO KK

ZH TETSUDO SOGO 
GIJUTSU KENKYUSHO

NATIONAL AGRICULTURE 
& FOOD RESEARCH 
ORGANIZATRION (NARO)

NATIONAL AGRICULTURE 
& FOOD RESEARCH 
ORGANIZATRION (NARO)

日本在住者

パスコ社が
SECOM Gr.

ヘッドマウントディスプレイ
などで、林業にも応用可
能との言及ある出願が
複数あり

県立技術研究所所属
の発明者

架線に吊るして移動可
能な検出装置に関す
る出願あり
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日本における上位譲受人(2/2)

伐採・造材、集材・運材では大手企業が名を連ねており、伐採・造材では大学も含まれて
います

伐採・造材、集材・運材 CNF 改質リグニン

伐採・造材 集材・運材 成形品 製造方法 材料 成形品

SUMITOMO HEAVY 
INDUSTRIES LTD.

YANMAR CO LTD OJI HOLDINGS CORP

MATSUMOTO SYSTEM 
ENG KK REIKEN KOGYO KK DAIO PAPER CORP.

HUSQVARNA AB SYN TRAC GMBH
TOPPAN PRINTING CO. 
LTD.

WASEDA UNIVERSITY DEERE & CO.
SEMICONDUCTOR 
ENERGY LABORATORY 
CO. LTD.

PRESS KOGYO KK UEDA GIKEN SANGYO KK KAO CORP.

KOMATSU LTD. SUN EARTH CO LTD NIPPON PAPER 
INDUSTRIES CO. LTD.

UNIV IWATE F2 ENERGY KK PROCTER & GAMBLE CO.

SHINSHU UNIVERSITY BASF SE TAIHEIYO CEMENT CORP

TAIHEIYO MATERIAL KK
KATO HEAVY IND 
CONSTR MACHINERY CO 
LTD

STORA ENSO AB

KOBELCO 
CONSTRUCTION 
MACHINERY CO LTD

KUBOTA CORP. ASAHI KASEI CORP.

次回詳述

日本在住者

チェーンソーなど電
動工具を出願

グラップルを出願

車両のパネル用
材料を出願

発光素子の基盤
にCNFが適用でき
ることを例示
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出願技術例*

「育種、苗木生産」関連では植物細胞用の技術が多く出願されています
育種、苗木
生産

出願人 MONSANTO CO. | PAIRWISE PLANTS SERVICES INC

発明の名称 植物の成長促進微生物とその用途

公報発行日 2020-12-10

公報番号 US20200383336A1

課題

植物を取り巻く微生物叢（マイクロバイオーム）は、細菌、真菌、
酵母、藻類等を含み、非常に多様となっている。これらの微生物
の中には、植物に有害であり、しばしば病原体と呼ばれるものも
あれば、植物の成長と作物の生産性を促進し、植物に有益とな
るものもある。近年の土壌微生物学や植物バイオテクノロジーの
進歩により、特に持続可能性という面で、農業、園芸、林業、
環境管理における微生物剤の使用に対する関心が高まっている。

解決手段

本明細書では、微生物株、および培養物が提供され、微生物
組成物およびその使用方法は、植物の成長、または収率を高め
ることに有用である。また、本明細書で開示される微生物組成
物を用いて、植物種子の処理方法も提供される。これらに加え、
植物病原体の発症や植物病原性疾患の発症を予防、阻害、
または治療するための方法が提供される。

代表図面 （図面添付無し）

計画 育成 伐採・集材・造材 素材開発

202
84

76
76

62
48

40
39
37
35

0 100 200 300

植物細胞用
容器

遺伝子型を改変するための処理
被子植物
植物から

容器，温床または温室での栽…
組織培養技術による植物の増…

植物生態一般
組換えＤＮＡ技術

種子

件特許分類から見る特許の傾向（上位10分類）

23

19

14

14

5

0 10 20 30

MONSANTO CO.

BASF SE

COMPUGEN LTD

CERES INC

PIONEER HI-BRED…

件
出願人別件数（上位5社）

MONSANTO CO.において見られる「植物細胞用」の一例

*:国内外全体を対象



79
78
77

75
66

54
52
51
50

45

0 50 100

６員環
１，２―ジアゾール

殺虫剤
相互に，または共通の炭素環系と…

殺菌・殺カビ剤
１，３―ジアジン

除草剤
１個の窒素原子と１個の酸素原子…

１，２，４―トリアゾール
殺生物剤，有害生物忌避剤また…

件特許分類から見る特許の傾向（上位10分類）

25

14

14

6

5

0 10 20 30

CORTEVA AGRISCIENCE(FORMER…

BAYER CROP SCIENCE

BASF SE

SYNGENTA AG

NISSAN CHEMICAL CORP…

件出願人別件数（上位5社）

15

出願技術例*

「造林作業」関連では６員環に関する技術が多く出願されています

造林作業

出願人 CORTEVA AGRISCIENCE

発明の名称
４‐アミノ‐３‐クロロ－６－（４－クロロ－２－フルオロ－
３－メトキシフェニル）ピリジン－２－カルボン酸、フロラスラムお
よびピロックススラムまたはその誘導体を含有する除草組成物

公報発行日 2019-01-24
公報番号 JP2019501894A

課題

農業、林業等植物を育成する分野において、雑草や作物の成
長を阻害する他の植物からの保護は、絶えず問題となっている。
このような望ましくない植生を制御するのに有効な化学物質・化
学製剤の多くは、これまでこの問題に対処するために合成され、
評価がされてきた。しかしその一方で、不要な植生を制御するの
に有効な組成物と、これを使用する方法については依然として進
歩の余地が残されている。

解決手段

本除草組成物は、主に農業用として使用されることが想定され
ているものの、その用途は限定されておらず、林業（樹木）を対
象として使用することが可能となっている。具体的には、より林業
に適した除草成分を追加して使用することが想定されている。例
を挙げると、CORTEVA AGRISCIENCE社の、林業に適用可能
な除草剤製品「Kerb Flo」の主要成分となっている「プロピザミ
ド」等を混ぜて使用することが可能。

代表図面 （図面添付無し）

計画 育成 伐採・集材・造材 素材開発

CORTEVA AGRISCIENCEにおいて見られる「6員環」の一例

*:国内外全体を対象
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出願技術例*

「伐採・造材」関連では樹木の伐採に関する技術が多く、ハーベスタ等の林業機械に関する
出願が行われています

伐採・造材

出願人 DEERE & CO.

発明の名称 林業機械| ENGIN FORESTIER |

公報発行日 2021-03-17

公報番号 EP2015169870A

課題

①通常、ハーベスタでの作業は、伐採等前方での作業を前提と
しており、後方での作業に切り替えを行う際には機械のアームと
運転席が同時に回転する構造となっている場合が多い。
②機械を輸送する際にも、アームが常に前方を向いているため、
高さ制限のある場所等での安全面に課題がある。

解決手段

①機械のアームと運転席を、それぞれ独立して回転させることが
できる仕様にすることで、作業者はアームの動きに合わせて都度
回転をする必要がなくなり、作業がより簡便なものとなる。
②運転席を前に向けたまま、アームを後方により短く収納できるよ
うになり、機械輸送における安全性が向上する。

代表図面

計画 育成

64

46

25

20

20

14

12

11

11

10

0 20 40 60 80

林業
樹木の伐採

伐採－集束装置
伐採に特に適合した鋸装置

伐採－枝払装置
補助装置，例．伐採用くさび

農業；漁業；鉱業
連続してたわむ型のもの，例．ゴム帯
コンバインに特に適合した制御または測…

水圧式または空気圧式駆動体

件特許分類から見る特許の傾向（上位10分類）

伐採・集材・造材 素材開発

DEERE & CO.において見られる「林業」の一例

8

5

2

2

2

0 5 10

DEERE & CO.

PONSSE OYJ

BAE SYSTEMS PLC.

F2 ENERGY KK

GENESIS KK

件出願人別件数（上位5社）

*:国内外全体を対象



50

21

20

20

17

15

14

13

12

12

0 20 40 60

林業
駆動体；制御装置（伝動装置一…

構成部品
水圧式または空気圧式駆動体

指示装置
多軌道帯型車両

二次元の位置または進路の制御
陸用，水用，空中用，宇宙用運…
運転，実稼動，遊び稼動または待…

多目的に適合するもの

件
特許分類から見る特許の傾向（上位10分類）

17

出願技術例*

「集材・運材」関連では駆動体や構成部品に関する技術が多く出願されています

集材・運材

出願人 DEERE & CO.

発明の名称 歪みセンサーを備えた輸送装置

公報発行日 2020-11-18

公報番号 EP2962550B1

課題

輸送に用いるフォワーダなどの森林機械は、林道などの可変タイ
プの地面、または砂質土および泥炭地などの森林地で使用され
る。その場合、機械が地面に沈みこまないための最大許容負荷
は、輸送装置の負荷容量だけでなく、森林地帯などの地面の負
荷容量によっても制限される。そのため、森林地帯の負荷容量を
超えると、積載されたフォワーダが地面に沈む可能性がある。

解決手段
輸送装置の台車に歪み測定センサーが組み込まれており、輸送
中に負荷の質量を測定することが可能。これにより、輸送機械が
地面に沈んでしまうという問題を軽減している。

代表図面

計画 育成 伐採・集材・造材 素材開発

DEERE & CO.において見られる「林業」の一例

8

5

3

3

2

0 5 10

DEERE & CO.

PONSSE OYJ

BAE SYSTEMS PLC.

TAJFUN PLANINA PROIZVODNJA…

CATERPILLAR INC.

件
出願人別件数（上位5社）

*:国内外全体を対象
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出願技術例*

「CNF」関連技術は、変成セルロースやフィブリル化可能な繊維に多く分類されるほか、フィ
ルムやシートの製造といった技術も多く出願されています

301
298

204
106

99
89
86
81
80
80

0 100 200 300 400

セルロース；変性セルロース
高度に水和，膨潤，またはフィブリル…
不特定の高分子化合物の組成物

フイルムまたはシートの製造
解繊されたまたは凝集した繊維状物質…

多糖類
光放出に特に適用されるもの

化学的または生化学的変性繊維
繊維またはウィスカ

固形活物質中の不活性材料成分の…

件
特許分類から見る特許の傾向（上位10分類）

CNF・成形品

計画 育成 伐採・集材・造材 素材開発

18

15

13

12

11

0 5 10 15 20

KAO CORP.

ASAHI KASEI CORP.

TOPPAN PRINTING…

OJI HOLDINGS CORP

STORA ENSO AB

件出願人別件数（上位5社）

出願人 KAO CORP.

発明の名称 ポリ塩化ビニル樹脂組成物

公報発行日 2019-07-25

公報番号 JP2019123887A

課題

従来、ポリ塩化ビニル樹脂はゴム弾性を要する用途に多用され、
特に機械的強度を向上させる目的で、セルロース繊維を配合す
る試みもなされている。しかし、冬場の低温下では、強度が高く
なりすぎて柔軟性に劣るものとなってしまう。一方で、ポリ塩化ビ
ニル樹脂に可塑剤を配合すると、ガラス転移点が低下して、低
温下での柔軟性は向上するものの、高温下での強度が低くなり
すぎてしまう。そこで、低温下での柔軟性に優れながらも高温下
での強度を維持する更なるポリ塩化ビニル樹脂組成物が求めら
れると共に、ゴム弾性を要する用途への適用の観点から、さらな
る高い伸縮性も求められている。

解決手段
ポリ塩化ビニル樹脂に可塑剤と微細セルロース繊維を配合するこ
とで、低温下での良好な柔軟性と高温下での強度を両立し、か
つ伸縮性にも優れた組成物を実現。

代表図面 （図面添付無し）

KAO CORP.において見られる「セルロース；変性セルロース」の一例

*:国内外全体を対象
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CNFの用途

CNFに関し、従来の木材の用途である建材の他、輸送機器、電子機器、化粧品など新た
な用途も検討されていると考えられます

256
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vehicle
film

sheet
device

filter
cosmetic

battery
packaging

food
board

building
motor

foodstuff
rubber

electrode
substrate

pharmaceutical
display

container
panel

telephone
computer

ink
window

skin
oil

adhesive
plastics

輸送機器

電子機器

食料、化粧品、医薬品
ゴム、プラスチック、容器包装

機能性材料

電子デバイスの基盤の
他、プラスチック基盤な
ど複数の分野で使用

建材
その他

石膏ボード、段ボール
(cardboard)など複数
の分野で使用

n=1,000（検索結果からランダムに抽出）

その他、家具(furniture)、おむつ(diaper)、船(ship, boat)、セラミック(ceramic)、薬(medicine, drug)、壁(wall)・ドア(door)・パイプ(pipe)等の土木・建材など：

CNF成型品に関する特許に付与された用途*1から単語登場回数を集計*2

*1:DWPI用途、*2:単数形・複数形の合計
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データ集計の制約と集計結果

計画段階では、国内企業が国内市場の中心であるのに対し、「育種／苗木生産」におい
ては、海外の大手メーカーも参入しつつあり、競争が激化していく可能性があります

計画段階及び路網設計・整備に関する各発明数は、特に絶対数が少ないため、一部の特許の傾向が顕著に現れている可能性
がある[アカデミア比率、公報伸び率]

各国／地域の出願傾向を見ると、日米欧の各国／地域で出願傾向は類似している様にも見受けられることから、出願人住所に
着目して分析を実施した
 「発明数」＝「研究開発の集中度」と捉えると、「育種／苗木生産」「造林作業」の数が多く、更にアカデミア比率によれば「育
種／苗木生産」の方が「造林作業」の1.5倍以上多い

 「育種／苗木生産」や「造林作業」は海外の大手メーカーが参入しており、競争環境が激化していると考えられる。一方、計画
段階は国内企業が中心であり、特許出願による競争戦略を取らずに、自社の方式をノウハウ秘匿している可能性がある

 「育種／苗木生産」は、遺伝子改変等の技術が多く含まれていたが、国内在住の出願人は苗木生産に関する発明が多く見ら
れたことから、注力領域が異なっている可能性がある。30年後に伐採対象となる樹木は現在植林しているものが対象となるため、
海外製の病虫害に強い樹木と国産樹木では生産の効率性に差が生じ、今後、大きな差になる可能性がある

 「伐採・造材」は、特許は海外では実作業を想起させる制御技術が複数含まれていたのに対し、国内出願はハードに関する内
容が多く、制御技術の割合は少なかった

総じて、「発明数」自体は5年前と比較して各々延びており、研究開発そのものは活発化していると考えられる

データ集計・分析に係る制約

集計結果及び示唆

伐採・造材、CNF等のレベルでの件数の差異ではなく、さらにその内訳の技術内容や質（e.g.作業の詳細に言及した技術か、そ
れとも要素技術に留まる技術か）に関する調査・分析を行うことが考えられる

次年度以降で詳細な調査を行う場合の対応案
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Timeline （Months）
2021 2022

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3
＜マイルストーン＞

 調査方針策定

 特許の母集団抽出

 深堀テーマへの母集団
への分類付与

 集計・特許マップ作成

 強み・弱み領域特定

 異分野知財活用事例
調査

 知財戦略立案

第1回
委員会

第2回
委員会

第4回
委員会

第3回
委員会 報告書

• 調査方針

• 成果物

• 成果物

• 成果物

• 成果物

• 成果物

• 成果物

コメント受けて
修正

コメント受けて
修正

※特許類似度マップは試行的・追加的に実施するものであり、タイムラインには含めていない

テーマ5「知的財産」 年間スケジュール（一部改訂）

第1回委員会で調査方針確定した後、第3回を目途に特許マップ作成⇒強み・弱み領域
特定等を行い、12月までに知財戦略案を取りまとめます


